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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第３四半期連結
累計期間

第66期
第３四半期連結
累計期間

第65期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （百万円） 99,923 89,820 127,926

経常利益 （百万円） 2,981 1,909 3,592

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,007 1,199 2,276

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,438 1,033 2,190

純資産額 （百万円） 54,855 52,019 53,394

総資産額 （百万円） 82,465 77,282 76,373

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 91.29 58.72 104.75

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.9 66.6 69.2

 

回次
第65期

第３四半期連結
会計期間

第66期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

１株当たり四半期

純利益金額
（円） 26.49 27.46

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

           しておりません。

       ２. 売上高には、消費税等は含んでおりません。

       ３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

       ４．役員向け株式給付信託（BBT）及び従業員向け株式給付信託（J-ESOP）に残存する自社の株式は、１株当た

り四半期（当期）純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。

       ５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　   文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

 （１）財政状態及び経営成績の状況

財政状態の概況

（資産）

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、772億82百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億９百万円

増加いたしました。これは主に、商品及び製品が12億87百万円、未収入金が６億92百万円、投資有価証券が６億３

百万円減少したものの、現金及び預金が19億７百万円、受取手形及び売掛金が14億18百万円増加したこと等による

ものであります。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、252億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ22億83百万

円増加いたしました。これは主に、支払手形及び買掛金が５億91百万円、未払法人税等が６億65百万円、賞与引当

金が１億94百万円減少したものの、電子記録債務が18億26百万円、流動負債のその他が15億79百万円、長期借入金

が３億円増加したこと等によるものであります。

（純資産）

 当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、520億19百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億74百

万円減少いたしました。これは主に、為替換算調整勘定が２億36百万円増加したものの、その他有価証券評価差額

金が４億２百万円減少したこと、自己株式が13億11百万円増加したこと等によるものであります。

 この結果、自己資本比率は66.6％（前連結会計年度末は69.2％）となりました。

 

経営成績の概況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢や企業収益の改善が続いているものの、人手不足や

それに伴う労務コストの上昇、度重なる自然災害の発生、物価上昇による個人消費の伸び悩み等の影響を受けて、

回復基調からやや足踏み状態で推移いたしました。

　世界経済をみますと、米国の保護主義的な通商政策や、それに端を発する米中貿易摩擦問題の長期化リスク、中

国経済の減速、不安定な欧州情勢等、景気減速が懸念される状況が続いております。

 このような経済状況のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）は、娯楽機器関連は期初の販売見込みよりは

好調に推移いたしましたが、前年同期比では販売減となりました。自動車電装機器関連・ＯＡ機器関連は、前年同

期比では微減で推移いたしました。産業機器関連・通信機器関連は米中貿易摩擦による中国市場の冷え込み、民生

機器関連は民生用小型電子機器の販売終了のため、ともに前年同期比で減となりました。

 これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、連結売上高 898億20百万円（対前年同期比10.1％減）、営

業利益 19億96百万円（同34.3％減）、経常利益 19億９百万円（同35.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利

益 11億99百万円（同40.3％減）となりました。

 

電子部品事業

 電子部品事業におきましては、売上高は714億49百万円（対前年同期比7.5％減）となりました。

①　集積回路

　国内においては、自動車電装機器関連・通信機器関連が低調に推移いたしました。

　海外においては、自動車電装機器関連が低調に推移いたしました。

 以上の結果、集積回路の売上高は341億５百万円（対前年同期比6.2％減）となりました。
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②　半導体素子

　国内においては、産業機器関連・娯楽機器関連が低調に推移いたしました。

　海外においては、自動車電装機器関連は堅調に推移しましたが、通信機器関連は低調に推移いたしました。

 以上の結果、半導体素子の売上高は98億83百万円（対前年同期比10.1％減）となりました。

③　回路部品

　国内においては、自動車電装機器関連は好調に推移しましたが、産業機器関連は低調に推移いたしました。

　海外においては、ＯＡ機器関連が低調に推移いたしました。

　以上の結果、回路部品の売上高は124億47百万円（対前年同期比14.9％減）となりました。

④　ＬＣＤ等

　国内においては、自動車電装機器関連・娯楽機器関連は堅調に推移しましたが、産業機器関連は低調に推移い

たしました。

　海外においては、娯楽機器関連が低調に推移いたしました。

 以上の結果、ＬＣＤ等の売上高は27億７百万円（対前年同期比5.5％減）となりました。

⑤　その他電子部品

　国内においては、自動車電装機器関連は堅調に推移しましたが、産業機器関連は低調に推移いたしました。

　海外においては、産業機器関連が低調に推移いたしました。

　以上の結果、その他電子部品の売上高は123億５百万円（対前年同期比0.4％減）となりました。

アッセンブリ事業

 　アッセンブリ製品

　国内おいては、娯楽機器関連が堅調に推移しましたが、海外市場においては低調に推移いたしました。

 以上の結果、アッセンブリ製品の売上高は156億95百万円（対前年同期比12.8％減）となりました。

その他の事業

 　電子機器及びマイクロコンピュータのソフトウェア受託開発

国内において、マイクロコンピュータのソフトウェア受託開発は堅調に推移しましたが、民生用小型電子機器

の販売が終了となり低調に推移いたしました。

 以上の結果、電子機器及びマイクロコンピュータのソフトウェア受託開発の売上高は26億75百万円（対前年同

期比43.2％減）となりました。

 

　当第３四半期における財政状態・経営成績の状態については以上でございますが、2021年度を最終年度とする中

期経営計画に向けては、厳しい経営環境となってきました。しかしながら、持続的な成長の為に、ルネサス製品を

中心に産業・自動車分野に強い日系商社として既存分野の益々の充実を図るとともに、企画提案型ソリューション

プロバイダーとして、IoT分野において販促活動をより一層強化いたします。一方、仕入先製品の生産終了（EOL：

End Of Life）や顧客の事業継続（BCM：Business Continuity Management）に対応する在庫の増大は引き続き重要

な経営課題として存続をしております。出来うる限りのリスク回避や適切な会計処理を図るとともに商社の存在価

値が失われない為のキャッシュの確保と適正な資本コストのバランスについて引き続き慎重なる経営判断を展開し

ていきます。半導体・電子部品の商社の再編は今後とも進んでいくものと思われますので周囲の環境変化に対して

適切な対応を図ってゆく所存です。

 

   （２）経営方針・経営戦略等

　　　　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

   （３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　　　　なお、前連結会計年度に掲げた課題のうち、コーポレート・ガバナンスに対する取り組みについては、2018年

12月に任意の指名報酬委員会を設置し、コーポレートガバナンス報告書を更新いたしました。

 

　　（４）研究開発活動

　　　　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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　　（５）従業員数

　　　　 当第３四半期連結累計期間において、従業員数に著しい増加又は減少はありません。

 

　　（６）仕入、受注及び販売の実績

　　　　 当第３四半期連結累計期間において、その他の事業における仕入実績及び販売実績が著しく減少しておりま

す。これは、国内において民生用小型電子機器の販売が終了となり低調に推移したことによるものであります。

         この結果、その他の事業における仕入実績は19億96百万円（対前年同期比52.1％減）、販売実績は26億75百万

円（対前年同期比43.2％減）となっております。

 

　　（７）主要な設備

　　　　　前連結会計年度末において、主要な設備の新設、除却等の計画はありません。また、当第３四半期連結累計期

間において、主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等による著しい変動はありません。

 

　　（８）経営成績に重要な影響を与える要因

　　　　　当第３四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因における、新たな事項の発生および

重要な変更はありません。

 

　　（９）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　　　　財政状態の概況でも記載しましたが、受取手形及び売掛金が増加したものの、商品及び製品の減少、電子記録

債務が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ19億７百万円の現預金増となりました。また、2018年6

月13日に株式給付信託（J-ESOP：Japan Employee Stock Ownership Plan）制度の導入を取締役会決議し、第三

者割当による自己株の処分（200,000株、３億55百万円）を2018年7月4日に実施しました。当社グループの資本

の財源及び資金の流動性については、成長戦略と株主還元の双方から慎重に検討してまいります。今期に入り

2018年11月より開始しました自社株買いについては現在継続中（11～12月実績：615,900株、1,069,794,300円）

でございます。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,700,000

計 39,700,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

 普通株式 24,855,283 24,855,283
　東京証券取引所

　市場第一部

単元株式数

　100株

計 24,855,283 24,855,283 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

　平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 24,855,283 － 9,501 － 9,599

 

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

4,350,000
4,982 －

完全議決権株式（その他）
普通株式

20,480,400
204,804 －

単元未満株式
普通株式

24,883
－ －

発行済株式総数 24,855,283 － －

総株主の議決権 － 209,786 －

（注） 「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式には、「役員株式給付信託（BBT）」および「従業員株式給付信

託（J-ESOP）」制度の導入にともない、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する498,200株

（議決権の数4,982個）が含まれております。

      なお、当該議決権の数の内、役員株式給付信託（BBT）2,982個は、議決権不行使となっております。

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

 新光商事株式会社
東京都品川区大崎　

一丁目２番２号
3,851,800 498,200 4,350,000 17.50

計 － 3,851,800 498,200 4,350,000 17.50

（注）１．他人名義で保有している理由等

保有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

役員向け「株式給付信託（BBT）」

制度の信託財産として298,200株保

有

資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海1－8－12

従業員向け「株式給付信託(J-

ESOP）」制度の信託財産として

200,000株保有

資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海1－8－12

     ２．当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は4,966,035株であります。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　　　　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣　府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から

平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、清陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,523 18,430

受取手形及び売掛金 ※２ 23,964 ※２ 25,382

商品及び製品 19,427 18,140

仕掛品 12 29

原材料 787 929

未収入金 8,971 8,278

その他 312 286

貸倒引当金 △59 △4

流動資産合計 69,939 71,473

固定資産   

有形固定資産 846 822

無形固定資産 180 178

投資その他の資産   

投資有価証券 3,081 2,477

繰延税金資産 146 145

その他 2,182 2,188

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 5,407 4,808

固定資産合計 6,434 5,809

資産合計 76,373 77,282

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 14,119 ※２ 13,528

電子記録債務 ※２ 1,046 ※２ 2,873

短期借入金 1,489 1,487

未払法人税等 820 154

賞与引当金 432 238

役員賞与引当金 57 30

その他 747 2,326

流動負債合計 18,714 20,639

固定負債   

長期借入金 2,800 3,100

繰延税金負債 184 107

再評価に係る繰延税金負債 4 4

役員株式報酬引当金 62 76

従業員株式報酬引当金 － 35

退職給付に係る負債 1,007 1,068

その他 204 230

固定負債合計 4,264 4,623

負債合計 22,979 25,262
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,501 9,501

資本剰余金 9,733 9,788

利益剰余金 38,631 38,678

自己株式 △6,277 △7,588

株主資本合計 51,589 50,380

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 917 514

繰延ヘッジ損益 － △0

土地再評価差額金 △50 △50

為替換算調整勘定 364 601

退職給付に係る調整累計額 10 △12

その他の包括利益累計額合計 1,242 1,053

非支配株主持分 562 585

純資産合計 53,394 52,019

負債純資産合計 76,373 77,282
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 99,923 89,820

売上原価 90,934 81,762

売上総利益 8,989 8,057

販売費及び一般管理費 5,948 6,060

営業利益 3,040 1,996

営業外収益   

受取利息 54 32

受取配当金 54 58

仕入割引 5 7

雑収入 18 30

営業外収益合計 132 129

営業外費用   

支払利息 40 46

為替差損 130 159

売上割引 4 3

雑支出 16 6

営業外費用合計 191 216

経常利益 2,981 1,909

特別利益   

投資有価証券売却益 2 0

特別利益合計 2 0

特別損失   

固定資産除売却損 1 2

支払和解金 6 －

投資有価証券売却損 － 0

特別損失合計 8 3

税金等調整前四半期純利益 2,974 1,907

法人税等 945 686

四半期純利益 2,028 1,220

非支配株主に帰属する四半期純利益 21 21

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,007 1,199
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 2,028 1,220

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 410 △403

繰延ヘッジ損益 △0 △0

為替換算調整勘定 △15 239

退職給付に係る調整額 14 △22

その他の包括利益合計 409 △186

四半期包括利益 2,438 1,033

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,416 1,010

非支配株主に係る四半期包括利益 22 23

 

EDINET提出書類

新光商事株式会社(E02664)

四半期報告書

13/22



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

 該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

　　　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

（役員向け株式給付信託）

 当社は、取締役及び監査役に対する業績連動型株式報酬制度として「株式給付信託（BBT）」を導入しておりま

す。（以下、「本制度」という。）

(1) 取引の概要

 本制度の導入に際し「役員株式給付規程」を制定し、それに基づき、将来給付する株式を予め取得させるために

信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭により当社株式を取得しております。（以下、「本信

託」という。）

 「株式給付信託（BBT）」は、役員株式給付規程に基づき、取締役及び監査役にポイントを付与し、そのポイン

トに応じて、取締役及び監査役に株式を給付する仕組みです。

(2) 会計処理

 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27

年３月26日）を適用し、本制度に関する会計処理としては、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借

対照表に計上する総額法を適用しております。

 本信託が保有する自己株式は、純資産の部に自己株式として表示しており、当該自己株式の帳簿価額及び株式数

は、前連結会計年度384百万円、298,200株、当第３四半期連結会計期間384百万円、298,200株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

 該当事項はありません。

 

（従業員向け株式給付信託）

　当社は、平成30年６月13日付けにて、幹部従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式

給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」といい、本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に

基づいて設定される信託を「本信託」といいます。）の導入を決議いたしました。

(1) 取引の概要

 本制度の導入に際し「従業員株式給付規程」を制定し、それに基づき、将来給付する株式を予め取得させるた

めに信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭により当社株式を取得しております。

　「株式給付信託（J-ESOP）」は、従業員株式給付規程に基づき、幹部従業員にポイントを付与し、そのポイン

トに応じて、幹部従業員に株式を給付する仕組みです。

(2) 会計処理

 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27

年３月26日）を適用し、本制度に関する会計処理としては、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借

対照表に計上する総額法を適用しております。

 本信託が保有する自己株式は、純資産の部に自己株式として表示しており、当該自己株式の帳簿価額及び株式数

は、当第３四半期連結会計期間355百万円、200,000株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

 該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

 １　保証債務

 当社の従業員の金融機関からの住宅取得借入れに対し、債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

従業員

（住宅資金借入債務）
1百万円 0百万円

       計 1 0

 

　※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。
  

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 226百万円 166百万円

支払手形 184 159

電子記録債務 622 363

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

 

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

 

減価償却費 151百万円 130百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月２日

取締役会
普通株式 452 20  平成29年３月31日  平成29年６月６日 利益剰余金

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 443 20  平成29年９月30日  平成29年11月29日 利益剰余金

（注）１．平成29年６月２日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が

保有する自社の株式に対する配当金５百万円が含まれております。

     ２．平成29年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が

保有する自社の株式に対する配当金５百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月６日

取締役会
普通株式 627 30  平成30年３月31日  平成30年６月８日 利益剰余金

平成30年10月31日

取締役会
普通株式 525 25  平成30年９月30日  平成30年11月29日 利益剰余金

（注）１．平成30年６月６日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が

保有する自社の株式に対する配当金８百万円が含まれております。

     ２．平成30年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が

保有する自社の株式に対する配当金12百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 電子部品事業

アッセンブリ
事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 77,214 17,999 4,709 99,923 － 99,923

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 77,214 17,999 4,709 99,923 － 99,923

セグメント利益 4,051 343 118 4,513 △1,473 3,040

（注）１．セグメント利益の調整額△1,473百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,473百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門経費及び共通経費であり

ます。

　   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

   （固定資産に係る重要な減損損失）

       該当事項はありません。

   （のれんの金額の重要な変動）

       該当事項はありません。

   （重要な負ののれん発生益）

       該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 電子部品事業

アッセンブリ
事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 71,449 15,695 2,675 89,820 － 89,820

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 71,449 15,695 2,675 89,820 － 89,820

セグメント利益 3,148 194 112 3,455 △1,458 1,996

（注）１．セグメント利益の調整額△1,458百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,458百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門経費及び共通経費であり

ます。

　   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

   （固定資産に係る重要な減損損失）

       該当事項はありません。

   （のれんの金額の重要な変動）

       該当事項はありません。

   （重要な負ののれん発生益）

       該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 91円29銭 58円72銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,007 1,199

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
2,007 1,199

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,991 20,420

　 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

        ２．株主資本において自己株式として計上されている資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有

する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております。

              １株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

　　　　　　　　 役員向け株式給付信託（BBT）

                前第３四半期連結累計期間298,200株、当第３四半期連結累計期間298,200株

　　　　　　　　 従業員向け株式給付信託（J-ESOP）

　　　　　　　　 当第３四半期連結累計期間120,000株

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　　① 平成30年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

     （イ） 配当金の総額………………………………… 525百万円

　   （ロ） １株当たりの金額………………………………25円00銭

     （ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成30年11月29日

　 （注）  平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

② その他の該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月14日

新光商事株式会社

取締役会　御中

 

清陽監査法人

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野中　 信男　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士

 

大河原　恵史 印

 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 乙藤   貴弘　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新光商事株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新光商事株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１. 上記は四半期レビュ－報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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